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要旨 
北海道内の病床数 20 床以上を有する医療施設を対象として臨床工学技士の配置状況を調

査した。その結果，臨床工学技士の配置は高度急性期および急性期を担う病床規模の大きな

医療施設に偏在しており，病床数では 299 床以下の医療施設，病院機能では回復期，慢性期

病院における配置が少ないことが明らかとなった。今後，臨床工学技士の需要を確保し更な

る需要の拡大をはかっていくためには，新たな業務開拓や医療法の整備が必要である。 

 
Abstract 

We investigated the placement status of clinical engineers at medical institutions with 20 or more 

beds in Hokkaido. As a result, in addition to the uneven distribution of clinical engineers in medical 

facilities with large bed sizes that handle the highly acute and acute stages, clinical engineers are also 

unevenly distributed in medical facilities with 299 beds or less and hospital functions in 

convalescent and chronic stages. It has become clear that there are few locations in In order to secure 

the demand for clinical engineers and aim for further growth in the future, it will be necessary to 

develop new services and develop medical laws. 
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１．はじめに 
1988 年臨床工学技士法が施行され 36 年

が経過した。この間 36 回の国家試験が実施

され 56,565 人の臨床工学技士が誕生した。

厚生労働省医療施設調査,病院報告(2017)に
よるとこのうち常勤換算数で 21,184 人が病

院，6,859 人が診療所に勤務しているとされ，

我が国の医療の普及および向上に寄与して

いることは周知の事実である。 
これまで医師，看護師をはじめとした医

療従事者の配置状況調査は行政や研究機関

において様々な角度から実施され（遠藤久

夫 2007），その結果をもとにした医療問題す

なわち地域偏在や労働市場問題等をテーマ

とした研究が多数行われており，詳細な現

状や問題点，課題の一部が明らかにされて

いる（森井康博 2017）。一方，臨床工学技士

を対象とした調査や研究はこれまでほとん

ど行われておらず，その配置状況や問題点，

課題について不明な点が多い。 
以上のことから本研究では北海道内にお

ける病床数 20 床以上の医療施設を対象と

した臨床工学技士の配置状況を調査し，そ

の結果から病床数および病床機能，二次医

療圏，人口 10 万対比それぞれにおける配置

状況の比較を行い,北海道における臨床工

学技士配置に関する全体像を俯瞰すること

で現状と課題について考察する。さらに医

師，看護師との比較を加え将来の需要につ

いての考察を加える。 
 
２．方法 
２－１ 対象 
 調査対象は，2023 年 4 月の時点における

北海道内にある病床数 20 床以上の医療施

設 538 施設であったが，調査期間中に 3 施

設の閉院を確認したためこれを除く 535 施

設を調査対象とした。なお，今回，病床数 19
床以下のいわゆる診療所 3,432 施設は調査

対象外とした。 

２－２ 調査方法 
 施設数および病床数は令和 4 年医療機関

名簿（北海道庁 2022），病床機能については

令和 3 年健康医療病床機能報告(厚生労働省

2021)，医師数については令和 5 年コード内

容別医療機関一覧表（北海道厚生局 2024），
看護師数は令和 3 年末看護職員就業状況の

公表データを利用した調査を行った（日本

看護協会 2021）。臨床工学技士数は北海道医

療機能情報システム（北海道庁 2023）のデ

ータを利用し，ここに常勤臨床工学技士数

の記載がなかった 282 施設については，電

話による聞き取り調査を行った。以上，調査

に利用したデータは調査時点で公表されて

いる最新データとした。 
 
２－３ 比較項目 
 調査対象とした北海道内の医療施設 535
施設における調査結果をもとに以下の項目

について比較，検討を行った。 
（1）臨床工学技士配置の有無 
（2）病床数別臨床工学技士配置状況 
（3）病床機能別臨床工学技士配置状況 
（4）二次医療圏別臨床工学技士配置状況 
（5）人口 10 万対比における臨床工学技士

配置状況（医師，看護師数との比較） 
 
３．結果 
３－１ 臨床工学技士配置数 
 北海道医療機能情報システム（北海道庁）

データおよび電話による聞き取り調査結果

から，調査対象 535 施設における臨床工学

技士配置数は常勤 1,647 人，非常勤 27 人の

合計 1,674 人であった。臨床工学技士の配

置状況をみると配置されている施設が 242
施設（45.2％），配置されていない施設が 293
施設（54.8％）であり，臨床工学技士が配置

されていない医療施設が多い結果であった

（図 1）。 
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図 1 臨床工学技士の配置状況 

 
３－２ 病床数別臨床工学技士配置状況 
 令和 4 年医療機関名簿（北海道庁）のデ

ータをもとにした病床数別の臨床工学技士

配置状況では，500 床以上の 18 施設中 16 施

設（88.9％），400～499 床の 17 施設中 13 施

設（76.5％），300～399 床の 42 施設中 26 施

設（63.7％），200～299 床の 65 施設中 27 施

設（41.5％），100～199 床の 196 施設中 96
施設（49.0％），100 床未満の 197 施設中 64
施設(32.5％)に臨床工学技士が配置されて

いた。この結果から病床数 299 床以下の医

療施設では臨床工学技士の配置されている

割合が 50％以下となり，病床数が少ない医

療施設ほど臨床工学技士を配置する割合が

減る傾向が確認できた（図 2）。 
 

図 2 病床数別臨床工学技士配置状況 

 
３－３ 病床機能別臨床工学技士配置状

況 
 令和 3 年健康，医療病床機能報告（厚生

労働省）病床機能別別の公表データをもと

にした病床機能別臨床工学技士配置状況で

は，高度急性期病院 760 人（47.9％），急性

期病院 699 人（44.1%）, 回復期病院 26 人

（1.6％），慢性期病院 100 人（6.3％）の配

置であった。なお，公表データ上，病床機能

が不明であった 91施設を除く 444施設のデ

ータが対象となっている。施設数でみてみ

ると臨床工学技士を配置している高度急性

期病院は 63 施設（100％），急性期病院 126
施設（58.7％），回復期病院 7 施設（30.0％），

慢性期病院 33 施設（23.7％）であり，北海

道内で臨床工学技士を配置している医療施

設の 92.0％が高度急性期および急性期の医

療施設に偏在し，配置施設数では高度急性

期病院，急性期病院の配置施設割合に対し，

回復期病院，慢性期病院では 30％以下の配

置に留まっていた（図 3）。 
 

 
図 3 病床機能別臨床工学技士配置状況 

 
３－４ 二次医療圏別臨床工学技士配置

状況 
 北海道が 2013 年に策定した「北海道医療

計画」により全道に 21 圏域の二次医療圏が

設定された。二次医療圏は複数の市町村で

構成され，救急医療を含む一般的な入院治

療が完結するように設定されており，北海

道は 21 医療圏で区分されている（日本医師

会 2023）。北海道の二次医療圏は，1 つの医

療圏の面積が極めて広く，医療施設が広い

範囲をカバーしていることや医療施設が点

在しているという特徴をもっている（秋野

2007）（図 4）。 
 

北海道の病院における臨床工学技士配置状況の現状と課題

－ 3 －



16

4 
 

 

図 4 北海道の二次医療圏 

 
二次医療圏別の人口と臨床工学技士配置

数は，札幌，十勝，上川中部のように人口が

集積している医療圏に多い傾向にあった。

さらに臨床工学技士の配置を二次医療圏別

の人口 10 万対比でみてみるとその配置数

は，北渡島檜山，西胆振，中空知のような過

疎化が進む医療圏が上位となる特徴的な結

果となった（表 1）。 
 

表 1 二次医療圏人口 10 万対比の臨床工学技士配置数 

 

 出所：日本医師会 地域医療情報システム 

 
これらの北渡島檜山，西胆振，中空知医療

圏の人口 10 万対比の病床数は他の医療圏

と比較すると極めて多く人口の集積する札

幌に引けをとらない医療資源が存在するこ

とが確認できた（表 2）。 
 
 

 

表 2 二次医療圏人口 10 万対比の病床数 

 
出所：日本医師会 地域医療情報システム 

 
３－５ 二次医療圏別医師，看護師の配

置状況との比較 
（１）医師の配置状況との比較 
 医師の配置数に関しては人口が多くかつ

医療施設数の多い医療圏に多く配置されて

おり，特に人口の集積する札幌圏，急性期病

院の割合が高い上川中部の医療施設に多く

配置されていた。各医療圏の医師配置数を

人口 10 万対比でみてみると，人口が多い地

域に多く配置される傾向がみられたが，人

口に対し医師の配置数が多いことが確認で

きたのは，中空知，西胆振，南渡島であり特

徴的な結果であるといえる。これらの理由

として中空知には 500 床の総合病院，西胆

振，南渡島には，比較的規模の大きい複数の

総合病院があることがその理由として考え

られ，先に述べた人口が集積する札幌以外

に複数の医療拠点が点在する北海道の医療

供給体制の特徴と言える（表 3）。 
 

表 3 二次医療圏人口 10 万対比の医師配置数 

 

出所：日本医師会 地域医療情報システム 

 
（２）看護師の配置状況との比較 
看護師の配置数に関しては医師の配置と
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同様，人口が多くかつ医療施設数の多い医

療圏に多く配置されており，特に人口の集

積する札幌，急性期病院の割合が多い上川

中部の医療施設に多く配置されていた。各

医療圏の医師配置数を人口 10 万対比でみ

てみると，人口が多い地域に多く配置する
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表 4 二次医療圏人口 10 万対比の看護師配置数 

 
出所：北海道庁 看護職員就業状況 2020 

 
（３）二次医療圏別医師，看護師の配置と
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が集積し医療施設の多い札幌，上川中部等

の医療圏に多く配置されており同様の傾向
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は高度急性期病院，急性期病院の配置施設

割合に対し，回復期病院，慢性期病院では

北海道の病院における臨床工学技士配置状況の現状と課題
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30％以下の配置に留まっていた。高度急性

期および急性期の医療施設は病床規模が大

きい傾向があり，さらには生命維持装置を

使用した高度医療を担っていることから臨

床工学技士の必要性がより高くその配置割

合も大きくなっていることが考えられる。

これまで臨床工学技士の業務の中で，臨床

現場における生命維持装置をはじめとした

医療機器の操作や運用という臨床面での必

要性やニーズが大きく，この分野の整備が

優先的に進んできた結果であると思われる。

しかし，臨床工学技士の業務は生命維持装

置をはじめとした医療機器の操作のような

臨床業務のみならず，医療施設内で使用さ

れるすべての医療機器の保守管理を通じて

医療の安全や質を確保するという責務もあ

る。2007 年の第 5 次医療法改正によって規

模の大小にかかわらず，すべての医療機関

に医療機器安全管理責任者の配置や，医療

法上定められている医療機器の保守管理が

法的に義務化されたことを考えると臨床工

学技士配置の割合の低い 299 床以下の医療

施設，さらには回復期病院，慢性期病院にお

いても医療機器の保守管理および安全管理

は必須の業務であり，その業務を行う上で，

中心となる専門職種である臨床工学技士の

配置は必要であると考えられる。しかし実

際の状況とは大きな乖離がありその理由や

対策については本研究で明らかにできない

点であり，今後の詳細な調査と分析が必要

であろう。 
 
４－２ 二次医療圏における臨床工学技

士の配置 
二次医療圏別の人口と臨床工学技士配置

数を見てみると，札幌，十勝，上川中部のよ

うに人口が集積している医療圏に臨床工学

技士の配置数が多い傾向にあった。このこ

とは当然のことながら人口集積地域に医療

施設が多いことが理由と考えられる。さら

に臨床工学技士の配置を二次医療圏の人口

10 万対比でみてみると人口の少ない北渡島

檜山，西胆振，中空知が上位となる特徴的な

結果が確認できた。これら 3 医療圏の人口

10 万対比の病床数は他の医療圏と比較する

と極めて多いことも特徴である。この理由

を考察すると北渡島檜山には八雲総合病院

（310 床），西胆振には市立室蘭総合病院

（527 床），日鋼記念病院（348 床）,製鉄記

念室蘭病院（347 床），中空知には砂川市立

病院（492 床）の高度急性期病院および急性

期病院があり，これらの医療施設は当該医

療圏における近年の著しい人口減少の状況

にあるにもかかわらず病床数，病院規模を

縮小せず人口が集積する札幌圏に引けをと

らない医療資源をいまだ維持し続けている

ことが理由として考えられる（清水 2021）。 
医師および看護師の配置状況においても

当該医療圏の人口に対し医師，看護師の配

置数が多かったのは中空知，西胆振，南渡島

であり，臨床工学技士の配置と同様の理由

が考えられた。これまで述べたように北海

道内の臨床工学技士の配置は病床機能別で

は，高度急性期病院に 100％，急性期病院に

58.7％に配置されていることから当該医療

圏の人口が少ない，あるいは著しい減少が

継続しているにもかかわらず，病床数を多

く有している医療圏の高度急性期，急性期

病院に高い割合で配置されていることが明

らかとなった。 
医師，看護師，臨床工学技士の配置数の傾

向を医療圏別の人口 10 万対比で比較する

と医師，看護師の配置人数は当該医療圏の

人口が多い医療圏に多く配置される傾向に

あり医師，看護師は同様の傾向を示した。   

一方，臨床工学技士はこれと違った傾向で

あった。すなわち人口に対して病床数が多

い医療圏に多く配置されていた。この理由

を考察すると医師，看護師をはじめとした

医療職は医療法により患者数に対する人員

加藤　伸彦・宗山　匠・村田　澪南
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病院に高い割合で配置されていることが明
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配置数が規定されているため，人口および

病床数が多い地域（医療圏）に多く配置され

ている（表 5）。薬剤師，栄養士，診療放射

線技師，理学療法士，作業療法士等にも同様

の規定がある。一方，臨床工学技士は医療法

上の人員配置数が規定されていないためそ

の配置に関してはそれぞれの地域の特徴や

医療施設の事情および考え方に委ねられて

いることが理由で，高度急性期および急性

期を担う規模の大きな医療施設に偏在して

いることや，299 床以下の医療施設での配置

および回復期，慢性期病院での配置が少な

い状況にあることが考えられた。 
生命維持装置の操作及び保守点検は法律

上の臨床工学技士業務であり，血液浄化装

置，人工心肺装置，人工呼吸装置等は医師の

指示の下,臨床工学技士がその操作を行う

場合が多い。しかし，生命維持装置を除く多

数の医療機器は,臨床工学技士が医師の指

示の下，臨床の場で操作することは，ほとん

どない。例をあげると，手術時に使用される

電気メスをはじめとした種々の医療機器は

医師が操作する。また，病棟での輸注ポンプ

を直接操作するのは多くの場合医師および

看護師である。しかし医師，看護師の養成教

育課程の中にある医療機器に関する講義内

容は簡単な医療機器の構造や作用を知ると

いう程度にとどまっており，医療機器から

出力されるエネルギーが生体に与える影響

とその原理，それらに対する反応機序を学

ぶという科目はない。したがって，多くの医

師，看護師は医療現場で医療機器操作を覚

え，実際の操作をしていることが多いとい

う現状がある。日本医療機能評価機構が行

っている医療事故情報収集等事業の 2019
年年報によると，ヒヤリハットの要因分析

では医療機器が関わる事例の頻度は 3.45％
で，医薬品の 37.6％の 10 分の１以下に過ぎ

ない。しかし，その影響度については，死亡

あるいは重大な加療を要する事例は 8.35％

で医薬品の 3.98％と比較して倍以上となっ

ている。このように医療機器が関与する事

例は決して多くないが，重大な結果を招き

やすいといえる。今後，医療機器に関する医

療事故を防止するため医療施設が取り組む

べき対策として，医療機器に関する教育，研

修体制の確立はもっとも必要であると考え

られる。研修は，その効果を得るために継続

的に行うべきものであり，その評価が必須

である。2018 年医療機器センターおよび日

本医療機器工業会が行った全国 2,500 病院

を対象にしたアンケート調査結果によると，

中小病院での医療機器に関する研修後の評

価の実施割合が 27.4％と低いことから研修

の充実については十分とは言い難い状況で

あることを指摘している（青木 2018）。現在

の医療法ではすべての医療施設に対し「医

療機器の安全に係わる安全管理体制の確保」

について義務付けられてはいるものの，そ

の具体的な実施者が，臨床工学技士でなけ

ればならないという規定はない。しかし医

療職の中で医療機器の構造や原理，安全管

理を理解し，専門としている唯一の職種が

臨床工学技士であることを考えると医療機

器に関する安全管理の中心を担っていくこ

とが理想であろう。さらに，高齢化に伴う医

療，介護ニーズの急激な増加に対する医療

ＤＸ支援分野の人材不足，特に小中規模の

医療機関の人材不足が指摘されており，こ

れまで行ってきた業務に加え，これらのよ

うな新たな分野における臨床工学技士のか

かわりにも期待したい。   
今後，医療施設規模の大小にかかわらず

すべての医療施設において臨床工学技士が

配置され，法律で規定されている医療機器

の操作，保守点検管理を通し，さらなる国民

の医療の普及および向上に寄与するために

は医療法上の新たな規定の追加も必要であ

ろう。 
 

北海道の病院における臨床工学技士配置状況の現状と課題
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表 5 医療施設別，病床区分別の人員配置標準について 

 

 
４－３ 臨床工学技士の需要に関して 
 北海道庁による「北海道人口ビジョン」の

人口推計によると，北海道の人口は今後大

幅な減少が予想されている。特に過疎化の

進む地方の人口減少は急速に進んでいる

（北海道 2020）（図 5）。 
 
 

 
図 5 北海道の人口推計 

 
このような状況にもかかわらず北海道の人

口 10 万人あたりの病院病床数は 1,858 床

（病院診療所の合計病床数）であり全国平

均 1,291 床の 1.5 倍である。二次医療圏で特

徴的なのは，宗谷，根室を除くすべての医療

圏で全国平均の病床数を上回っていること

である。このことは，医師数，人口は札幌圏

を中心とした都市部に地域偏在しているが，

過疎化の進む人口や医師数の少ない医療圏

においても病床数が多く過剰な状況である

といえる。このような状況が継続すること

は，今後，人口に見合った医療機能の分化や

再編，統合が急速に進みその結果，北海道内

の医療施設の総数は緩やかながら減ってい

くことが予想されている（札幌市札幌医療

計画 2018）。最近では中空知地区の急性期病

院である岩見沢市立総合病院と北海道中央

労災病院の統合が決定されたケースや，西

胆振地区の急性病院である市立室蘭総合病

院，製鉄記念室蘭病院，日鋼記念病院の再編

に向けた話し合いが開始されたことなど，

北海道内における医療施設の機能分化や再

編，統合に向けた具体的な動きが加速して

いる（澤野 2020）。 
これまで述べたように北海道内における

臨床工学技士の配置は医療施設の 92.0％が

高度急性期および急性期の医療施設に偏在

し，配置施設数では高度急性期病院，急性期

病院の配置割合に対し，回復期病院，慢性期

病院では 30％以下の配置に留まっている。

今後，医療施設の機能分化や再編，統合が進

んでいくことが予想される中で，特に高度

急性期，急性期の医療施設の再編が優先さ

れ，施設数が減少することが考えられる。こ

のような状況の中，現在の需要を確保，継続

していくことが難しくなることも予想され

る。今後，臨床工学技士の需要を確保しさら

なる需要を拡大するため，今後の新しい業

務がどのような職種がするよりも臨床工学

技士がすべきであるという合理的理由を行

政関係者はじめ，他の医療職種や国民が理

解できる形で示していく努力が必要であろ

う。以下に現時点における具体的需要の拡

大を目指すべき分野の一例を示す。 
①回復期病院，慢性期病院における医療機

器管理を通じた医療安全確保。 
②在宅医療分野における人工呼吸器，酸素
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療法等の医療機器管理 
③医療機器の系統的管理による病院経営へ

の貢献（購入，維持，保守，廃棄までのすべ

て）。 
④電子カルテ等の医療 DX 支援 
現時点では特に，臨床工学技士の配置割

合が低い回復期病院，慢性期病院，病床数

299 床以下の病院での業務開拓が優先的に

解決すべき課題と考えられる。加えて医療

施設外，すなわち企業での専門性を生かし

た営業職をはじめアプリケーションスペシ

ャリストや医療機器開発支援さらには，行

政，教育機関にも目を向けた新たな業務分

野の開拓も必要であると考えられる。業務

拡大というものは多種多様であり，分野を

絞り込むべきものではなく個々の臨床工学

技士が社会を広く見聞する必要もあろう。 
 
５．研究の限界と課題 
 本研究の対象とした医療施設は北海道内

にある病床数 20 床以上の 535 施設とした

が，北海道内にはこれに加え，有床，無床の

一般診療所が 3,432 施設あり，今回の調査

対象とはなっていない。公益社団法人日本

臨床工学技士会が行った臨床工学技士の業

務実態調査報告 2023 によると全国 10,248
人の臨床工学技士のうち 16.6％が有床診療

所および無床診療所に勤務しているとの報

告があることから，北海道における臨床工

学技士の全体像を俯瞰し，現状と課題を詳

細に考察するためには北海道内有床診療所

および無床診療所を含めた全 3,967 施設（歯

科診療所を除く）の臨床工学技士配置状況

の調査を追加し，その結果から詳細な分析

を行うことが必要であろう。また，今後の北

海道における地方の人口減少による過疎化

や高齢化率の漸増に伴う医療施設への影響

は，すでに始まっている医療施設間の再編，

機能の変更等に代表される。これらのこと

は，臨床工学技士の配置と複雑に関係して

いることが考えられるため，医療の内側だ

けからこの問題を検討するのではなく人口

問題，医療行政を含めた医療を取り巻く環

境問題からのアプローチも必要であろう。

これらの詳細な分析は今後の継続課題とし

たい。 
 
６．おわりに 
今回の研究結果から臨床工学技士の配置

人数は，人口に対して病床数が多い医療圏

の高度急性期および急性期病院に多く配置

され，規模の大きい医療施設に偏在してお

り，医師，看護師とは異なった傾向であるこ

とが明らかとなった。 
近年の医療機器は目覚ましい発展を遂げ

ている。手術支援ロボットをはじめ，AI を
利用した医療機器が導入されはじめ高度化

が進んでいる。先に述べたように臨床現場

において医療機器を操作するのは医師や看

護師である場合が多い。しかし操作中のト

ラブルに対し適切な対応ができる技術や知

識をもっている唯一の医療職が臨床工学技

士である。今後も情報技術や AI 技術の導入

により，ますます高度化する医療機器の安

全を確保していくためには，臨床工学技士

の配置が必要なことは証左である。 
今後，規模の大小にかかわらずすべての

医療施設に医療機器の専門職である臨床工

学技士が配置され，医療機器の操作，保守点

検管理を通して，さらなる国民医療の普及

および向上に寄与することに期待したい。 
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は，臨床工学技士の配置と複雑に関係して
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利用した医療機器が導入されはじめ高度化

が進んでいる。先に述べたように臨床現場

において医療機器を操作するのは医師や看

護師である場合が多い。しかし操作中のト

ラブルに対し適切な対応ができる技術や知

識をもっている唯一の医療職が臨床工学技

士である。今後も情報技術や AI 技術の導入

により，ますます高度化する医療機器の安

全を確保していくためには，臨床工学技士

の配置が必要なことは証左である。 
今後，規模の大小にかかわらずすべての

医療施設に医療機器の専門職である臨床工

学技士が配置され，医療機器の操作，保守点

検管理を通して，さらなる国民医療の普及
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